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１．公募の趣旨 

香美町（以下「町」という。）では、高齢者が要介護状態になっても、住み慣

れた地域で安心して暮らせるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービ

スが切れ目なく継続的に提供される地域包括ケアシステムの実現に取り組んで

いる中、第９期介護保険事業計画（令和６年度～令和８年度）に基づき、利用者

の様態や希望に応じて、「通い」「宿泊」「訪問」のサービスを柔軟に組み合わす

ことができる小規模多機能型居宅介護事業所の整備を進めていきます。 

このため必要なサービス量を確保するとともに良質なサービスを提供できる

事業者を公平かつ公正に選定するため、小規模多機能型居宅介護事業所（以下

「事業所等」という。）を整備し小規模多機能型居宅介護サービス事業者の指定

を受ける事業者（以下「指定候補事業者」という。）を公募します。 

 

２．公募する事業所の種類、数、定員及び圏域 

種  類 数 登録定員 圏 域 

小規模多機能型居宅介護 １事業所 ２９人以下 町全域 

 

３．応募資格及び要件 

今回の公募に応募することができる者は、次に掲げる要件を全て満たす者と

します。 

（１）法人格を有していること（補助金を活用する場合は補助金交付申請まで、

補助金を活用しない場合は事業所開設までに確実に法人格を有することが

見込まれること）。 

（２）介護保険法第７８条の２第４項各号及び第１１５条の１２第２項各号に

該当しないこと。 

（３）令和８年４月１日以降に事業所の整備（既存建物の改修・改築、購入を含

みます）に着手（補助金を活用しない場合は、指定候補事業者決定後に着手

可能です）し、令和９年３月３１日までに事業所等の指定を受けることがで

きる者であること。 

（４）高齢者福祉に関して、高い見識と熱意を有し、本町福祉の向上に積極的に

寄与する意思があること。 

（５）事業所建設、設備準備及び事業所運営に必要な資力が十分にあり、長期間
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継続して健全で安定したサービスを提供できること。 

（６）香美町暴力団排除条例（平成２４年香美町条例第２９号）第２条第１号に

規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員でないこと。 

（７）６.（３）で指定する書類を準備できる者であること。 

 

４．事業所等整備・開設準備に対する補助 

（１）補助金の活用を希望する指定候補事業者には、香美町地域介護拠点整備費

補助金（兵庫県地域介護拠点整備補助金を１００％財源とする補助金。（以

下「本補助金」という。）により事業所整備に要する費用の補助を行う予定

です。 

（２）本公募に係る指定候補事業者に選定されたことをもって、本補助金の交付

が約束されるものではありません。また本補助金交付を受け事業所を整備

した後に、本公募に係るサービスの事業者指定及び設置認可を受けること

ができなかった場合には、補助金を返還していただくことになりますので

ご注意下さい。 

（３）本補助金を受けて事業所の整備を行う指定候補事業者は、次に掲げる条件

に従って下さい。次の条件に反した場合には、本補助金の一部又は全部の交

付ができないか、既に支払っている場合は補助金の返還をしていただくこ

とがあります。 

①原則として令和９年３月３１日までに事業所等の整備を完了すること。 

②本補助金の交付決定を受けてから事業所の整備に着手（入札の執行）する

こと。（土地の購入や補助対象経費として算入しない場合の設計は、交付

決定前に可能です。） 

③事業所等整備を行うために締結する契約は、制限付一般競争入札に付する

等町が行う契約手続きの取り扱いに準拠すること。（具体的内容は、指定

候補事業者として選定された後に通知します。） 

④本補助金を受けて整備した事業所その他の財産で５０万円以上のものを

処分（転用、譲渡、交換、貸付、取壊及び廃棄をいう。）するときは、町及

び兵庫県の承認を受けること。また当該整備事業所等は、少なくとも１０

年以上本公募に係るサービスのために使用するとともにその後（譲渡、貸

付等を行った場合の相手先を含む。）においても社会福祉事業又は保健医

療事業のために使用すること。 
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（４）補助対象者は、事業所整備後に事業を運営する者（指定候補事業者）にな

ります。事業を行う建物が指定候補事業者の所有でない場合は、補助対象と

しません。（国が定める補助対象財産の処分制限期間耐用可能な既存建物を

指定候補事業者が購入する場合の購入費は補助対象とします。） 

（５）補助金の概要（令和７年度時点）は次のとおりです。 

区 分 補助限度額 補助対象経費 

事業所整備補助金 ３９，６００千円 

事業所の整備に必要な工事費及び

工事事務費（設計監督料等） 

※補助金の交付対象とならないもの 

・土地の買収又は整地に要する費用 

・既存建物等の買収又は撤去に要する費

用 

・職員の宿舎及び駐車場に要する費用 

・他の国庫補助制度等によりその全部又

は一部が補助の対象となるもの等 

開設準備補助金 

８，９０１千円 

（※宿泊定員（９人）
×９８９千円 
（※開設準備に係る
事業期間が開設前６
ケ月に満たない場
合、上記の額×開設
準備事業期間（ケ月）
／６ケ月） 

事業所の開設前の６ケ月間に必要

な次の経費 

・看護、介護職員を訓練等のために雇用

する経費 

・開設のための普及啓発、広報経費 

・職員の募集に要する経費 

・開設準備事務（会計処理、労務管理、

開設届出書類等の作成）に要する経費 

・その他開設の準備に必要な経費 

香美町地域介護 

拠点整備費 

補助金 

（町単独補助） 

８，０００千円 

事業所整備補助金の補助対象

経費の総額の２分の１から事

業所整備補助金の額を差し引

いた額以内とし、その額に１，

０００円未満の端数がある場

合は、その端数を切り捨てた額

とする。 
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※上記の補助額は、上限額です。補助対象経費の額が補助限度額を下回る場合は、当該補

助対象経費の額から千円未満を切り捨てた額が実際の補助額となります。 

※他の事業所等と併設又は一体的に整備を行う場合は、本公募対象事業所部分に係る整

備費のみが補助対象となります。（各整備費が明確に区分できない場合は、面積等によ

り按分して下さい。） 

※その他、香美町補助金交付要綱及び令和元年度兵庫県健康福祉部補助金交付要綱をご

確認のうえ手続きに遺漏のないようにして下さい。 

（６）現時点において、令和８年度の補助事業の内容・金額は未定であり、県及

び町予算の関係により補助額の増減や不交付となる場合があります。資金

計画等の策定にあたっては、補助金の不交付も念頭におき、不交付となった

場合でも、十分に対応できるようにしてください。 

 

５．事業者選定手続 

（１）選定方法 

①応募者が１者だけの場合は、書類審査を行い、適切と認められるときは、

当該応募者を指定候補事業者として選定します。ただし、応募書類の内容

から事業所整備及び事業運営が適切に行えないと判断され、内容の補正が

困難である場合は、指定候補事業者として選定しません。 

②複数の応募があった場合には、町職員で構成する選定審査会で審査を行 

い、その結果に基づいて、町長が指定候補事業者を決定します。 

（２）審査の方法 

選定審査会での審査は、提出書類及びプレゼンテーションにより行います。 

また、必要があれば現地調査等を行う場合があります。 

（３）審査の視点 

選定審査会は、主として次に掲げる項目を総合的に審査します。 

①事業所整備・運営の趣旨及びサービス内容（計画） 

②応募者の事業運営能力 

③応募者の組織としての安定性 

④事業所整備予定地の立地（サービス基盤の整備状況等を含みます。）及び

地域との関係 

⑤事業所整備・運営計画の確実性 

⑥事業所設備等の内容 
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⑦地域及び行政施策等への貢献の状況 

⑧事業運営に対する意欲・熱意 

⑨事業所整備、事業運営にあたっての環境への配慮 

⑩その他指定事業者として考慮すべき事項 

（４）審査・選定時期 

①応募者が１者の場合は、応募受付締め切り後速やかに書類審査を行い、指

定候補事業者を決定します。 

②応募者が複数の場合の選定審査会は、応募受付締め切り後に開催し、審 

査後速やかに指定候補事業者を選定する予定としています。 

（５）選定結果の通知・公表 

選定結果が決定した場合は、速やかに全ての応募者にその結果を通知します。 

同時に、選定した指定候補事業者については、町ホームページで公表します。 

（６）選定の辞退・取消し 

①指定候補事業者は、事業所整備又は事業者指定を受けること、その他応募

の要件を満たすことが困難となった場合は、速やかに町に選定の辞退を申

し出て下さい。（様式任意） 

②指定候補事業者の選定後に当該指定候補事業者から辞退の申出があった

場合又は当該指定候補事業者に重大な問題が発生し、町が選定を取り消し

たときは、次点の応募者を繰り上げて指定候補事業者とします。 

 

６．応募手続 

本公募に応募しようとする者は、次のとおり応募書類を提出して下さい。 

（１）受付期間 

令和７年９月１日（月）から令和７年１０月１０日（金）まで 

ただし、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日は除き、

時間は８時３０分から１７時００分までとします。 

（２）提出方法 

次の提出先まで持参して下さい。（郵送等による提出は、受け付けません。） 

〒669-6592 香美町香住区香住８７０番地の１ 

香美町役場 １階 福祉課介護保険係 
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（３）応募書類・作成方法等 

書類内容 作成方法等 様式等 

①公募申込書 ・所定の様式に記入して下さい。 
様式第１号 

（提出必須） 

②事業計画書 
・別紙事業計画書記入要領に従って所定

の様式に記入して下さい。 

様式第２号 

（提出必須） 

③事業実績書 

・所定の様式に記入して下さい。 

・法人新設の場合で母体法人がある場合

は、当該母体法人の事業実績を記入し

て下さい。（母体法人が無い場合、提出

不要） 

・介護保険法及び障害者総合支援法に基

づく事業のみを記入して下さい。 

・実施事業が 10 を超える場合は、香美町

に近い場所で実施している事業を優先

し、上位 10事業を記入して下さい。 

様式第３号 

（提出必須） 

④法人概要 

○既設法人の場合 

・法人のパンフレット、総会資料、その他

法人の概要が分かるもの。 

既存の資料がない場合は、法人の概要

を紹介する資料を作成して下さい。 

（上記のものを以下「法人概要」という。） 

任意様式 

（提出必須） 

○法人新設（母体法人等有）の場合 

・母体法人等の法人概要 

○法人新設（母体法人等無）の場合 提出不要 

⑤法人代表者の経歴

書（設立代表者） 

・所定の様式に記入して下さい。 

・基準省令に基づく指定小規模多機能型

居宅介護事業者の代表者の要件を満た

す者（予定を含む。）について記入して

下さい。 

 

様式第４号 

（提出必須） 
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・基準省令に基づく厚生労働大臣が定め

る研修を未修了の者については、経歴

書に修了予定と記載して下さい。 

⑥管理者就任予定者

の経歴書 

・所定の様式に記入して下さい。 

・基準省令に基づく指定小規模多機能型

居宅介護事業者の管理者の要件を満た

す者（予定を含む。）について記入して

下さい。 

・基準省令に基づく厚生労働大臣が定め

る研修を未修了の者については、経歴

書に修了予定と記載して下さい。 

様式第５号 

（提出任意） 

⑦計画作成担当者就

任予定者の経歴書 

・所定の様式に記入して下さい。 

・基準省令に基づく指定小規模多機能型

居宅介護事業者の計画作成担当者の要

件を満たす者（予定を含む。）について

記入して下さい。 

・基準省令に基づく厚生労働大臣が定め

る研修を未修了の者については、経歴

書に修了予定と記載して下さい。 

様式第６号 

（提出任意） 

⑧法人の財務状況が

確認できる書類 

○既設法人の場合 

・直近の決算書類（貸借対照表・収支計算

書・財産目録） 

任意様式 

（提出必須） 

 

・長期借入金がある場合は、当該償還計

画表 

任意様式 

（提出任意） 

○法人新設（母体法人等有）の場合 

・母体法人等の直近の決算書類 

・新設法人の資産の種目、額及び調達方

法を記載した資料を作成して下さい。 

任意様式 

（提出必須） 

・基本財産等の贈与・寄付が確約されて

いる場合、当該挙証書類 

 

任意様式 

（提出任意） 
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○法人新設（母体法人等無）の場合 

・新設法人の資産の種目、額及び調達方

法を記載した資料を作成して下さい。 

任意様式 

（提出必須） 

・基本財産等の贈与・寄付が確約されて

いる場合、当該挙証書類 

・設立代表者及び贈与・寄附予定者の資

産状況の分かる書類 

任意様式 

（提出任意） 

⑨法人の登記事項証

明書（履歴事項全

部証明書）等 

○既設法人の場合 

・法人の登記事項証明書 所定のもの 

（提出必須） ○法人新設（母体法人等有）の場合 

・母体法人等の登記事項証明書 

○法人新設（母体法人等無）の場合 

・新設法人の定款（案） 

任意様式 

（提出任意） 

⑩事業所整備予定地

の位置図、敷地内

の事業所等配置図

及び平面図等 

・位置図（地図） 

行政区（自治会）内におけるおおよその

場所が判別できる程度の縮尺のものと

して下さい。 

任意様式 

（提出必須） 

・事業所等配置図及び平面図 

 居室及び共同生活室の面積（壁心）、廊

下幅を表示して下さい。 

任意様式 

（提出必須） 

・事業所立面図 
任意様式 

（提出任意） 

・居室等面積一覧表 
任意様式 

（提出任意） 

⑪事業所整備予定地並

びに建物の登記事項

証明書（履歴事項全

部証明書）及び当該

確保（見込）状況が確

認できる書類 

○自己所有（法人新設の場合の代表者所

有を含む。）の場合 

・登記事項証明書 
所定のもの 

任意様式 

（提出必須） 
○貸借契約済みの場合 

・登記事項証明書 

・貸借契約書（写し） 
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○事業者選定後に確保予定の場合 

・登記事項証明書 

・事業者選定後譲渡、売却又は貸借契約

を行う旨の現所有者の確約書（写し） 

⑫役員名簿兼誓約書 

（就任予定者） 

○既設法人の場合 

・所定の様式に記入して下さい。 

様式第７号 

（提出必須） 

○法人新設の場合 

・内定している役員（理事･監事）就任予

定者について記入して下さい。 

様式第７号 

（提出任意） 

⑬直近の法人監査結

果通知書（写し） 

・応募法人（運営施設等を含む。）に係る

国、都道府県又は市町村（広域連合、一

部事務組合及び特別区を含む。）による

直近の実地指導、監査等の結果通知書

の写し 

法人新設の場合又は設立後一度も指

導・監査を受けていない場合は不要 

所定のもの 

（提出必須） 

※提出任意としている書類は、提出がない場合でも応募は受付けますが、計画の確実性そ

の他審査における評価において考慮されますので、できる限り準備いただくようお願

いします。 

（４）作成要領 

①図面以外のものは、極力Ａ４判で作成して下さい。 

②書類内容の番号順に綴じ、番号毎に仕切り紙を入れインデックスを付けて

下さい。 

③公的機関発行の書類は、発行日から３ヶ月以内のものとし、全て原本を提

出して下さい。また決算書類には、原本証明を行って下さい。 

④提出部数は、各書類正本１部、副本２部（複写可）とします。 

⑤事業計画書の記入方法は、別紙事業計画書記入要領を参照して下さい。 

（５）留意事項 

①提出後の書類の修正は認められませんので、記入内容を十分精査のうえ提

出して下さい。また指定候補事業者として選定された後に提出書類の主要

部分に変更や虚偽の内容が判明した場合は、選定を取り消し、指定をしな

い場合があります。 
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②図面その他提出書類の作成に係る費用は応募者の負担とします。また提出

された書類は返却しません。 

③町が必要と判断した場合は、追加書類の提出を求めることがあります。 

④町は、指定候補事業者として選定しなかった場合（指定を行わない）でも、

応募者が今回の応募に係る事業の準備のために要した経費について一切

補償を行いませんので、了知のうえ可能な範囲で準備を行って下さい。 

 

７．質問の受付・回答 

応募等に関して質問事項がある場合には、次の要領で受け付けます。 

（１）受付期間 

令和７年９月１日（月）から令和７年９月２２日（月）までの間の８時３０

分から１７時００分までとします。ただし、他の応募者に周知する必要がなく、

応募受付期間内に回答が可能な軽易な質問については、応募受付期間終了まで

随時受付けます。 

（２）質問の内容 

頂いた質問には極力回答しますが、事業計画（図面、設備状況等を含む。）

の内容等について個別の指定基準への適合状況など選定審査の評価に影響す

る質問には回答できませんので、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準」「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準」及び関係通知等を熟読下さい。 

（３）質問の方法 

①原則として文書（持参、郵送、ＦＡＸ、電子メール等）で行うものとしま

す。ただし町が軽易な内容と判断した質問には、電話でも対応します。 

また、持参以外の方法で質問した場合には、その旨必ず電話で連絡して 

下さい。 

②質問文書の書式は自由とします。 

（４）回答予定日・方法 

回答は、質問者に対し順次回答します。なお、質問の内容に関して、町が応

募者全員に周知すべき内容と判断した場合は、とりまとめの上、町のホームペ

ージに掲載します。 

香美町のホームページアドレス http://www.town.mikata-kami.lg.jp 
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８．公募・選定・整備等に係るスケジュール（予定） 

時 期 内  容 

令和 ７年 ９月 １日 公募（応募受付）開始 

令和 ７年 ９月２２日 質問受付締切 

令和 ７年１０月１０日 公募終了（応募受付締切） 

令和 ７年１０月～１１

月 

選定審査会開催 

指定候補事業者決定 

令和 ８年 ４月～ 

※補助金の活用をしない場

合は、指定候補事業者決定

後事業所整備工事に着手

可能です。 

（補助金活用の場合、町へ）補助金交付申請→交

付決定 

整備に係る入札→契約→着工 

事業所整備工事、事業準備（人員確保等） 

令和 ９年 ３月末まで 事業所整備完了 

（町へ）補助事業実績報告・補助金請求 

（町へ）指定地域密着型サービス（小規模多機能

型居宅介護）事業者指定申請 

指定地域密着型サービス事業者指定 

補助金交付（支払） 

※上記のスケジュールは、現時点での予定であり今後変更される場合がありますのでご

了承下さい。 

 

９．問い合わせ先 

香美町役場福祉課介護保険係 担当者 田村 慶太 

TEL：0796-36-4345  FAX：0796-36-3809 

電子メールアドレス kaigo@town.mikata-kami.lg.jp 


